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1. はじめに 

本資料では、美浜発電所１号炉及び２号炉の廃止措置計画認可申請書「添付書類五 

核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書」に記載した第１段階に

実施した残存放射能調査の内容について説明する。 

 

2. 残存放射能調査について 

解体対象施設の放射能レベルを評価し、解体対象施設の放射能分布及び放射能レベ

ル区分別の放射性固体廃棄物の発生量を評価する。評価対象核種は、「発電用原子炉

廃止措置工事環境影響評価技術調査－環境影響評価パラメータ調査研究－（平成18

年度経済産業省原子力安全・保安院 放射性廃棄物規制課委託調査、財団法人電力中

央研究所）の添付 廃止措置工事環境影響評価ハンドブック（第3次版）」（以下

「電中研ハンドブック」という。）に基づいて第1表に示す55核種とする。電中研ハ

ンドブックでは、評価核種を選定するにあたって、廃止措置時の安全性の評価として

考慮すべき以下の事項を踏まえ、5～300年の範囲で存在割合が0.1％以上となる核種

等から55核種を評価対象核種としている。 

・廃止措置工事の際に放出される放射性物質を反映する。 

・廃止措置工事開始までの減衰期間を考慮する。 

・廃止措置時に想定される環境移行経路（気体廃棄物及び液体廃棄物）に対して

寄与の大きな核種を想定する。 

解体対象施設の放射能レベルは、放射化汚染と二次的な汚染とに区分して、第２段

階の開始時点である２０２２年４月１日時点の放射能で評価する。 

放射化汚染の調査範囲は、中性子照射による放射化範囲が対象であり、具体的には

使用済燃料ピット及び原子炉容器周辺の原子炉格納容器内の設備、コンクリート、建

屋である。 

二次的な汚染の調査範囲は、主に１次冷却材の接液箇所が対象であり、具体的には、

１次冷却材の通水する系統及び使用済燃料ピットである。 
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これらの調査範囲を第1図に示す。 
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第 1 表 評価対象核種 

評価対象核種（55 核種） 

H-3 Be-10 C-14 S-35 Cl-36 Ca-41 Mn-54 

Fe-55 Fe-59 Co-58 Co-60 Ni-59 Ni-63 Zn-65 

Se-79 Sr-90 Zr-93 Nb-94 Mo-93 Tc-99 Ru-106 

Ag-108m Cd-113m Sn-126 Sb-125 Te-125m I-129 Cs-134 

Cs-137 Ba-133 La-137 Ce-144 Pm-147 Sm-151 Eu-152 

Eu-154 Ho-166m Lu-176 Ir-192m Pt-193 U-234 U-235 

U-236 U-238 Np-237 Pu-238 Pu-239 Pu-240 Pu-241 

Pu-242 Am-241 Am-242m Am-243 Cm-242 Cm-244 － 
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2.1 放射化汚染の評価について 

解体対象施設の放射化汚染は、評価対象範囲の中性子束分布を計算し、この中性子

束分布を用いた放射能濃度分布の計算により解体対象施設の構造材の放射能濃度を核

種別に評価する。評価にあたっては、評価対象範囲の代表試料を採取・分析した結果

と比較することにより、妥当性を確認する。放射化汚染の評価方法の手順を第2図に

示す。 

 

第 2 図 放射化汚染の評価方法 

 

放射化汚染の評価対象範囲は、解体対象施設のうち、運転中の炉心及び使用済燃料

からの中性子照射の影響を受ける範囲とする。具体的には、原子炉容器、炉心支持構

造物及びその他の原子炉格納容器内設備並びに原子炉補助建屋内の使用済燃料ピット

のラック、ライナー及びコンクリート壁である。 

  

中性子束分布の計算 
－幾何形状のモデル化 
－運転実績による出力分布の反映 
－二次元輸送計算コード 
ＤＯＲＴｖｅｒ.３．２にて計算 

放射能濃度分布の計算 
－代表試料による元素組成の見直し 
－運転実績による照射・冷却条件の設定 
－放射性核種生成崩壊計算コード 
ＯＲＩＧＥＮ－２．１にて計算 
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2.1.1 中性子束分布及び放射能濃度分布の計算 

評価対象範囲の中性子束分布を評価し、この中性子束分布を用いて構造材の放射能

濃度を核種別に評価する。中性子束分布は、評価対象範囲の形状、材料組成及び原子

炉の出力を用いて計算する。 

(1) 中性子束分布の計算 

a. 幾何形状のモデル化 

評価対象範囲の実形状を二次元輸送計算コードで扱うために、評価対象範囲に

ついてR-θ体系、円筒体系又はX-Y体系にモデル化して評価する。 

原子炉容器内の中性子束分布の計算においては、原子炉容器及び炉心支持構造

物の幾何形状を設定し、評価する。燃料集合体や炉心支持構造物等の複雑形状領

域については、構造物と冷却材の体積比を用いて密度と組成を均質化した計算モ

デルにより中性子束分布を求める。モデル化の領域は、均質化した密度と組成の

違いから上蓋領域、上部プレナム部、燃料領域、下部プレナム部及び下部鏡領域

に分割して評価する。 

燃料有効高さの範囲では、炉心支持構造物の周方向の形状の違いにより中性子

束分布に差異が生じるため、軸方向と水平方向を組み合わせて三次元的な評価を

行う。原子炉容器及び炉心支持構造物の軸方向及び水平方向の評価モデルを第3

図に、使用済燃料ピットの水平方向及び垂直方向の評価モデルを第4図に示す。 

b. 運転実績による出力分布の反映 

中性子束分布の計算に用いる出力分布としては、水平方向モデルは実機の運転

実績（各サイクルの運転期間）に基づいた相対燃焼度分布を使用し、軸方向モデ

ルについては、サイクルごとに大きく変わらないため2ループの平均的な出力分

布を使用する。また、線源スペクトルはU-235の核分裂スペクトルを用いる。 

その他の原子炉格納容器内設備等の計算では、線源となる中性子束分布は、原

子炉容器及び炉心支持構造物の中性子束分布の計算結果を引継いで設定する。 
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使用済燃料ピットにおける中性子束分布は、以下に示すとおり、燃焼度及び

冷却期間が保守的な条件となる使用済燃料を線源として壁近傍のラックに配置

した一次元無限平板モデルを用いて計算する。 

使用済燃料の燃焼度については、4サイクル照射（40,000時間照射）における

燃焼度とし、美浜２号炉の場合は50,000MWd/t（美浜１号炉は42,000MWd/t）

としている。 

使用済燃料の冷却期間については、炉停止時から第２段階開始まで（10年以

上）の減衰を考慮せず、美浜２号炉の場合は、1年あたりの燃料取替体数36体が

毎年貯蔵されるとして冷却0年～15年※（美浜１号炉は冷却0年～8年）の平均と

なる使用済燃料の中性子発生数を設定している。 
※：使用済燃料ピットの燃料集合体貯蔵容量は555体である。1年で36体を使用済燃料ピットに

貯蔵するとして、16年間で使用済燃料ピットが貯蔵容量以上になる。 

c. 二次元輸送計算コードによる計算 

中性子束分布の計算では、二次元輸送計算コードＤＯＲＴｖｅｒ．３．２を使

用する。 

中性子束分布の計算に使用する断面積ライブラリについては、国立研究開発法

人日本原子力研究開発機構にて整備されたＪＥＮＤＬ－４．０に基づく、ＭＡＴ

ＸＳＬＩＢ－Ｊ４０を使用する。 

中性子束分布の計算で使用する評価対象範囲の物質密度や物質組成については、

JIS規格等で定められる標準的な密度及び元素組成を使用する。 
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実形状 評価モデル 

 
 

第 3 図(1/2) 原子炉容器及び炉心支持構造物の評価モデル（軸方向） 

 

実形状 評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 図(2/2) 原子炉容器及び炉心支持構造物の評価モデル（水平方向） 
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(2) 放射能濃度分布の計算 

放射能濃度分布の計算は、(1)「中性子束分布の計算」で求めた中性子束分布、

運転実績による照射・冷却条件、代表試料による元素組成等を用いて行う。 

a. 代表試料による元素組成の見直し 

放射能濃度分布の計算で使用する構造材の元素組成には、過去の調査に基づく

元素組成を使用するが、2.1.2「代表試料の採取・分析」で採取・分析する代表

試料の元素組成についてはその結果を反映する。 

b. 運転実績による照射・冷却条件の設定 

放射能濃度分布の計算は、運転実績を踏まえた照射期間及び冷却期間に基づい

て計算を実施する。照射期間は、保守的に、定検で停止している期間を除いて連

続照射したものとし、冷却期間は、原子炉停止後２０２２年４月１日までとする。 

なお、取替工事を行った原子炉容器上蓋及び蒸気発生器は、取替時期を踏まえ

て計算を実施する。放射能濃度分布の計算に用いる原子炉容器等の照射期間を第

2表及び第3表に示す。 

c. 放射性核種生成崩壊計算コードによる計算 

放射能濃度分布の計算ではＯＲＩＧＥＮ－２．１を使用する。放射能濃度分布

の計算に用いる断面積は、ＪＥＮＤＬ－４．０を使用する。 
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第2表 原子炉容器及び炉心支持構造物の放射能濃度分布の計算における照射期間 

 設 備 照射期間 
（EFPY） 備 考 

１号炉 原子炉容器 
炉心支持構造物 

22.1年 運転開始から運転停止まで 
(１９７０年１１月～２０１０年１１月) 

原子炉容器上蓋 6.8年 上蓋取替から運転停止まで 
(２００１年８月～２０１０年１１月) 

２号炉 原子炉容器 
炉心支持構造物 

25.0年 運転開始から運転停止まで 
(１９７２年７月～２０１１年１２月) 

原子炉容器上蓋 9.0年 上蓋取替から運転停止まで 
(２０００年５月～２０１１年１２月) 

 

第3表 その他の原子炉格納容器内設備等の放射能濃度分布の計算おける照射期間 
 

設 備 照射期間 
（EFPY） 備 考 

１号炉 原子炉格納容器内 22.1年 運転開始から運転停止まで 
(１９７０年１１月～２０１０年１１月) 

蒸気発生器 11.3年 蒸気発生器取替から運転停止まで 
(１９９６年２月～２０１０年１１月) 

使用済燃料ピット 51.3年 運転開始から第２段階開始時期まで 
(１９７０年１１月～２０２２年４月) 

２号炉 原子炉格納容器内 25.0年 運転開始から運転停止まで 
(１９７２年７月～２０１１年１２月) 

蒸気発生器 13.2年 蒸気発生器取替から運転停止まで 
(１９９４年８月～２０１１年１２月) 

使用済燃料ピット 49.7年 運転開始から第２段階開始時期まで 
(１９７２年７月～２０２２年４月) 
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2.1.2 代表試料の採取・分析 

原子炉容器、炉心支持構造物、その他原子炉格納容器内設備等から代表試料（金属

及びコンクリート）を採取し、核種別の放射能濃度の測定及び元素組成の分析を実施

する。 

原子炉容器及び炉心支持構造物の試料採取箇所としては、放射性廃棄物の放射能レ

ベル区分境界付近、構造材の材質が大きく変化する（中性子束分布の変化が大きい）

箇所等を選定する。美浜１号炉において6試料を採取し、美浜２号炉において12試料

を採取する。原子炉容器及び炉心支持構造物の試料採取箇所を第4表及び第5図に示

す。 

その他の原子炉格納容器内設備等の試料採取については、主に原子炉格納容器内の

ストリーミングの影響を確認するため、複雑形状の設備、建屋コンクリート等から試

料を採取する。その他の原子炉格納容器内設備等の試料採取箇所並びに試料の種類及

び個数を以下に示す。また、これらの試料採取箇所の一覧を第6図に示す。 

【試料採取箇所】 

・１次遮蔽コンクリート周辺 

・１次冷却材出入口管台周辺 

・炉内核計装配管室（ＩＣＩＳ配管室） 

・ループ室 

・原子炉キャビティ周り 

・２次遮蔽コンクリート 

・オペレーションフロア（Ｏ／Ｆ）周辺、外部遮蔽コンクリート 

・一般通路部（ループ室出入口通路部で代表） 

【試料の種類及び個数】 

（１号炉）金属20試料 コンクリート35試料 

（２号炉）金属19試料 コンクリート34試料 
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第4表 原子炉容器及び炉心支持構造物の試料採取箇所 
１号炉 ２号炉 

採取目的 位置

No. 採取機器 位置

No. 採取機器 

１ 制御棒案内管 １ 制御棒案内管 放射能レベル区分境界の確認 
２ 制御棒案内管 ２ 制御棒案内管 放射能レベル区分境界の確認 
  ３ 下部炉心構造物 ストリーミング影響確認 
  ４ 下部炉心構造物 ストリーミング影響確認 

３ 下部炉心構造物 ５ 下部炉心構造物 放射能レベル区分境界の確認 
  ６ 下部炉心構造物 ストリーミング影響確認 

４ 原子炉容器 ７ 原子炉容器 ストリーミング影響確認 
５ 原子炉容器 ８ 原子炉容器 ストリーミング影響確認 
６ 原子炉容器 ９ 原子炉容器 放射能レベル区分境界の確認 

  １０ 原子炉容器 ストリーミング影響確認 
  １１ 下部炉心支持板 放射能レベル区分境界の確認 
  １２ 下部炉心支持板 放射能レベル区分境界の確認 
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第5図(1/2)  原子炉容器及び炉心支持構造物の代表試料採取箇所（１号炉） 

 

第5図(2/2)  原子炉容器及び炉心支持構造物の代表試料採取箇所（２号炉） 
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2.1.3 放射化汚染の評価結果 

2.1.1「中性子束分布及び放射能濃度分布の計算」で計算した構造材の放射能濃度

を、2.1.2「代表試料の採取・分析」で分析した代表試料の放射能濃度と比較するこ

とにより、放射能濃度分布の計算結果の妥当性を確認する。 

主要な核種であるCo-60で比較した結果を第5表（原子炉容器及び炉心支持構造物）

及び第6表（その他の原子炉格納容器内設備等）に示す。原子炉容器及び炉心支持構

造物の比較においては、分析結果に対して計算結果が概ね10倍以内の範囲で推移し

ており、その他の原子炉格納容器内設備等の比較においては、分析結果に対して計算

結果が約2倍から数十倍程度高く推移しているが、いずれも計算結果が保守側の結果

となっており、計算結果は妥当と判断する。 

なお、その他の原子炉格納容器内設備等の一部のコンクリート試料については、

Co-60の分析結果に対して計算結果が下回っているが、当該の試料採取箇所は炉心か

ら遠くに位置しており、放射能濃度が極めて低く、周辺公衆の線量評価及び放射性固

体廃棄物の発生量評価への影響はほとんど無いことから計算結果を採用する。 

計算で得られた放射能濃度に、対象設備の物量を乗じて求めた放射化汚染による核

種別の推定放射能を第7表に示す。 
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第 5 表(1/2) 原子炉容器及び炉心支持構造物の分析結果と計算結果の比較 

（Co-60）（１号炉） 

場所 材質 
E：分析値 
（Bq／g） 

C：計算値 
（Bq／g） C/E 

上部炉心構造物 
制御棒案内管(下) SUS304 4.31×106 9.08×106 2.11 
制御棒案内管(上) SUS304 5.19×103 2.96×104 5.70 

下部炉心構造物 熱遮蔽体（炉心中央） SUS304 1.97×107 5.48×107 2.78 

原子炉容器 

原子炉容器（管台下部） 炭素鋼 3.78×102 5.67×102 1.50 
原子炉容器（炉心上部） 炭素鋼 1.69×105 3.14×105 1.86 
原子炉容器（炉心中央） 炭素鋼 6.89×105 1.38×106 2.00 

 

第 5 表(2/2) 原子炉容器及び炉心支持構造物の分析結果と計算結果の比較 

（Co-60）（２号炉） 

場所 材質 E：分析値 
（Bq／g） 

C：計算値 
（Bq／g） C/E 

上部炉心構造物 
制御棒案内管(下) SUS304 9.92×106 2.61×107 2.63 
制御棒案内管(上) SUS304 8.87×103 7.62×104 8.60 

下部炉心構造物 

炉心槽（管台下部） SUS304 2.02×103 8.29×103 4.11 
熱遮蔽体（炉心上部） SUS304 1.08×107 3.32×107 3.06 
熱遮蔽体（炉心中央） SUS304 4.35×107 1.02×108 2.33 
炉心槽（炉心下部） SUS304 2.18×107 6.23×107 2.86 

原子炉容器 

原子炉容器（管台下部） 炭素鋼 4.13×102 8.62×102 2.09 
原子炉容器（炉心上部） 炭素鋼 3.39×105 7.39×105 2.18 
原子炉容器（炉心中央） 炭素鋼 1.28×106 2.19×106 1.71 
原子炉容器（炉心下部） 炭素鋼 7.89×105 1.32×106 1.68 

下部炉心構造物 
下部炉心支持板（上） SUS304 9.56×104 1.19×105 1.25 
下部炉心支持版（下） SUS304 1.55×104 1.93×104 1.25 

 

  



 

18 

第 6 表(1/4) その他の原子炉格納容器内設備等の分析結果と計算結果の比較（Co-60）

（１号炉）（1/2） 

場所 材質 E：分析値 
（Bq／g） 

C：計算値 
（Bq／g） C/E 

ICIS

配
管
室 

ICIS配管室奥ギャップ下 炭素鋼 4.45×102 8.60×102 1.93 

R/Vギャップ配管室奥ギャップ床面コンクリー

ト 
コンクリート 3.17×100 2.09×102 65.93 

コンクリート 1.28×10－1 8.89×100 69.72 

シンプルチューブサポート 炭素鋼 1.44×102 3.42×102 2.37 

１
次
遮
蔽
コ
ン
ク
リ
ー
ト 

R/V胴部付近の１次遮蔽コンクリート

（R/V90°方位NIS欠損部が無い部分） 

コンクリート ＜1.24×10－3 9.77×10－3 － 
コンクリート ＜1.36×10－3 7.29×10－4 － 
コンクリート ＜1.38×10－3 7.65×10－3 － 
コンクリート 5.07×10－3 3.51×10－1 69.19 
コンクリート 6.67×10－1 2.51×101 37.68 

R/V胴部付近の１次遮蔽コンクリート

（R/V90°方位NIS欠損部部分） 

コンクリート 2.45×10－3 1.01×10－2 4.13 
コンクリート 1.31×10－3 7.08×10－4 0.54 
コンクリート 5.07×10－3 1.31×10－1 25.78 
コンクリート 3.71×10－1 1.23×101 33.11 
コンクリート 5.24×102 1.12×103 2.14 

ループ室からサンドプラグ室間の１次遮蔽コン

クリート（R/V90°方位に近いコンクリート） 

コンクリート 5.80×10－3 2.83×10－2 4.88 
コンクリート 1.50×10－2 1.43×10－1 9.52 
コンクリート 4.55×10－2 7.96×10－1 17.50 
コンクリート 1.01×10－1 2.17×100 21.52 
コンクリート 1.10×100 1.66×101 15.15 

BループS/G-HOT側の保温材のR/V側の一

部（R/V方位90°方向） SUS304 1.51×103 1.38×104 9.14 

BループS/G-HOT側の保温材のループ室側の

一部（R/V方位90°方向） SUS304 1.11×100 1.46×101 13.13 
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第 6 表(2/4) その他の原子炉格納容器内設備等の分析結果と計算結果の比較（Co-60）

（１号炉）（2/2） 

場所 材質 E：分析値 
（Bq／g） 

C：計算値 
（Bq／g） C/E 

ル
ー
プ
室 

BループS/G胴部の保温材の一部（メタル部

分） SUS304 6.15×10－2 1.13×100 18.44 

BループS/G-HOT側水室の保温材の一部

（R/V方位90°方向） SUS304 3.02×10－1 3.30×100 10.92 

BループRCPインターナル及びMCP-COLD
側管台の保温材一部（メタル部分） SUS304 ＜2.73×10－2 2.69×100 － 

Bループループ室外側付近のコンクリート

（R/V及びS/Gの放射が交わる部分） コンクリート 1.85×10－3 1.63×10－2 8.81 

O/F

以
下
の
一
般
通
路
①

EL-6.15m
 

Bループ天井（RHR配管貫通部） コンクリート 1.94×10－3 2.05×10－2 10.56 

O/F

以
下
の
一
般
通
路
② 

EL.-2.15m
 

Aループ入口床面付近（コンクリート端から

230mm） コンクリート ＜1.35×10－3 8.90×10－3 － 

Aループ入口床面の配管サポート（コンクリー

ト端から230mm） 炭素鋼 ＜2.83×10－2 1.04×10－1 － 

Bループ入口床面付近（コンクリート端から

280mm） コンクリート 1.85×10－3 8.15×10－3 4.41 

Bループ入口から1m程度離れた床面付近 コンクリート ＜1.24×10－3 1.21×10－3 － 
Bループ入口付近の電線管カバー（コンクリー

ト端から320mm） 炭素鋼 ＜2.91×10－2 8.64×10－2 － 

O/F

以
下
の
一
般
通
路
③

EL+4.0m
 Bループ入口床面（コンクリート端から

635mm） コンクリート ＜1.21×10－3 4.30×10－3 － 
O/F 

EL+10.1m
 

機器ハッチ開口部端から1,995mmの床面（キ

ャビティからC/V270°方向） コンクリート 1.35×10－3 7.25×10－3 5.37 

機器ハッチ開口部端から795mmの床面（キャ

ビティからC/V270°方向） コンクリート 2.49×10－3 6.35×10－3 2.55 

キャビティ手摺り（キャビティからC/V270°方
向） 炭素鋼 ＜2.93×10－2 2.52×10－1 － 

機器ハッチグレーチング 炭素鋼 ＜2.78×10－2 6.29×10－2 － 
キャビティ開口部端から900mmの床面（キャ

ビティからC/V0°方向） コンクリート ＜2.05×10－3 6.79×10－3 － 

キャビティ開口部端から2,050mmの床面（キ

ャビティからC/V0°方向） コンクリート ＜1.21×10－3 5.74×10－3 － 

格納容器循環空調装置架台（キャビティ開口部

端から1,200mm） 炭素鋼 ＜2.97×10－2 7.23×10－2 － 

A-RCPハッチグレーチング（キャビティから

C/V180°方向） 炭素鋼 3.70×10－2 6.83×10－2 1.85 

B-RCPハッチ開口部付近の床面（RCPハッチ

からC/V180°方向） コンクリート ＜1.24×10－3 5.81×10－3 － 

B-RCPハッチグレーチング（キャビティから

C/V180°方向） 炭素鋼 ＜3.02×10－2 7.07×10－2 － 
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第 6 表(3/4) その他の原子炉格納容器内設備等の分析結果と計算結果の比較（Co-60）

（２号炉）（1/2） 

場所 材質 E：分析値 
（Bq／g） 

C：計算値 
（Bq／g） C/E 

ICIS

配
管
室 

ICIS配管室足場グレーチング 炭素鋼 6.47×101 4.71×102 7.28 

ICIS配管室奥ギャップ床面コンクリート コンクリート 9.16×100 5.30×101 5.79 
コンクリート 1.06×100 1.62×100 1.53 

ICIS配管室足場グレーチング 炭素鋼 2.32×101 5.25×101 2.26 

１
次
遮
蔽
コ
ン
ク
リ
ー
ト 

R/V胴部付近の１次遮蔽コンクリート

（R/V90°方位NIS欠損部が無い部分） 

コンクリート 1.99×10－3 3.46×10－2 17.37 
コンクリート ＜1.14×10－3 4.95×10－3 － 
コンクリート ＜1.21×10－3 4.18×10－4 － 
コンクリート ＜1.26×10－3 8.88×10－3 － 
コンクリート 1.75×10－2 6.83×10－1 39.01 

R/V胴部付近の１次遮蔽コンクリート

（R/V90°方位NIS欠損部部分） 

コンクリート 2.32×10－3 3.42×10－2 14.71 
コンクリート ＜1.18×10－3 4.88×10－3 － 
コンクリート 2.20×10－3 1.84×10－1 83.58 
コンクリート 2.98×10－1 2.17×101 72.88 
コンクリート 9.10×100 3.07×102 33.68 

ループ室からサンドプラグ室間の１次遮蔽コン

クリート（COLD配管横のコンクリート） 

コンクリート 8.99×10－3 3.34×10－1 37.18 
コンクリート 1.33×10－2 2.16×10－1 16.16 
コンクリート 2.79×10－3 2.43×10－1 86.87 
コンクリート 2.90×10－3 9.54×10－3 3.29 
コンクリート 1.15×10－1 1.07×10－1 0.93 

BループR/V管台付近の保温材（サンドプラ

グ内） SUS304 3.11×103 1.11×104 3.56 

Bループ室内MCP配管貫通部付近の保温材 SUS304 4.54×100 1.38×102 30.45 
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第 6 表(4/4) その他の原子炉格納容器内設備等の分析結果と計算結果の比較（Co-60）

（２号炉）（2/2） 

場所 材質 E：分析値 
（Bq／g） 

C：計算値 
（Bq／g） C/E 

ル
ー
プ
室 

BループS/G胴部の保温材の一部（メタル部

分） SUS304 4.44×10－2 1.13×100 25.39 

BループS/G-HOT側水室の保温材の一部（メ

タル部分） SUS304 2.68×10－1 3.47×100 12.97 

BループRCPインターナルとCOLD配管が

繋がる位置 SUS304 2.59×10－1 8.60×100 33.22 

Bループ室外側付近のコンクリート（R/V及び

S/Gの放射が交わる部分） コンクリート 1.25×10－3 1.36×10－2 10.82 

O/F

以
下
の
一
般
通
路
①

EL-6.15m
 

Bループ天井（S/G-BDS貫通部） コンクリート ＜1.25×10－3 4.09×10－5 － 

O/F

以
下
の
一
般
通
路
②

EL.-2.15m
 

Aループ入口階段の壁面 コンクリート ＜1.89×10－3 1.10×10－2 － 
Aループ入口床面の配管サポート 炭素鋼 ＜2.82×10－2 1.04×10－1 － 
Bループ入口階段の壁面 コンクリート ＜1.29×10－3 6.37×10－3 － 

Bループ入口から1m程度離れた壁面（入口コ

ンクリートから1,750mm） コンクリート 1.53×10－3 6.14×10－4 0.40 

Bループ入口付近の配管サポート 炭素鋼 ＜2.89×10－2 1.10×10－1 － 

O/F 
EL/10.1m

 

キャビティ開口部近傍手摺り端から210mm床

面（キャビティからC/V270°方向） コンクリート ＜1.25×10－3 6.16×10－3 － 

キャビティ開口部近傍手摺り端から1,710mm
床面（キャビティからC/V270°方向） コンクリート ＜1.85×10－3 5.19×10－3 － 

キャビティ昇降階段瀬渡し部金属 炭素鋼 5.64×10－2 1.28×10－1 2.27 
機器ハッチグレーチング 炭素鋼 ＜2.88×10－2 3.65×10－2 － 
キャビティ開口部近傍手摺り端から150mmの

床面（キャビティからC/V0°方向） コンクリート ＜1.21×10－3 4.69×10－3 － 

機器ハッチ開口部端から150mmの床面（キャ

ビティからC/V0°方向） コンクリート ＜1.21×10－3 4.30×10－3 － 

キャビティ手摺り支持部（キャビティから

C/V0°方向） 炭素鋼 ＜2.96×10－2 4.45×10－2 － 

A-RCPハッチグレーチング（キャビティから

C/V180°方向） 炭素鋼 ＜2.91×10－2 7.03×10－2 － 

B-RCPハッチ開口部から150mmの床面

（RCPハッチからC/V180°方向） コンクリート ＜1.28×10－3 4.93×10－3 － 

B-RCPハッチグレーチング（キャビティから

C/V180°方向） 炭素鋼 ＜2.71×10－2 8.21×10－2 － 
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第 7 表 放射化汚染による核種別の推定放射能 

（単位：Bq） 
評価対象核種 １号炉 ２号炉 

1 H-3 2.3×1014 3.4×1014 
2 Be-10 4.9×107 4.8×107 
3 C-14 3.7×1013 3.1×1013 
4 S-35 2.7×105 1.6×106 
5 Cl-36 5.1×1012 2.5×1012 
6 Ca-41 6.7×1010 5.4×1010 
7 Mn-54 9.5×1011 2.9×1012 
8 Fe-55 1.6×1016 2.5×1016 
9 Fe-59 8.4×105 5.8×106 
10 Co-58 5.4×106 3.9×107 
11 Co-60 2.7×1016 4.9×1016 
12 Ni-59 1.2×1014 1.5×1014 
13 Ni-63 1.5×1016 1.9×1016 
14 Zn-65 3.1×109 1.2×1010 
15 Se-79 6.1×108 7.4×108 
16 Sr-90 9.7×109 1.1×1010 
17 Zr-93 6.4×106 7.5×106 
18 Nb-94 6.4×1010 5.9×1010 
19 Mo-93 7.1×1011 7.5×1011 
20 Tc-99 8.7×1010 8.3×1010 
21 Ru-106 1.9×107 2.6×107 
22 Ag-108m 2.2×1012 1.2×1012 
23 Cd-113m 9.3×106 1.1×107 
24 Sn-126 1.3×105 1.2×105 
25 Sb-125 8.0×1011 1.7×1012 
26 Te-125m 3.0×1011 6.5×1011 
27 I-129 7.9×106 1.2×107 
28 Cs-134 1.4×1011 1.6×1011 
29 Cs-137 2.1×1010 2.1×1010 
30 Ba-133 4.8×1010 4.8×1010 
31 La-137 1.3×106 1.6×106 
32 Ce-144 2.1×106 4.3×106 
33 Pm-147 5.4×1011 6.1×1011 
34 Sm-151 6.8×1011 6.6×1011 
35 Eu-152 3.9×1012 4.1×1012 
36 Eu-154 2.8×1012 2.8×1012 
37 Ho-166m 7.4×108 7.9×108 
38 Lu-176 1.4×105 1.6×105 
39 Ir-192m 3.3×1011 3.2×1011 
40 Pt-193 4.4×1012 4.4×1012 
41 U-234 8.2×107 1.1×108 
42 U-235 3.7×106 4.9×106 
43 U-236 5.4×103 4.7×103 
44 U-238 8.0×107 1.1×108 
45 Np-237 8.6×103 7.2×103 
46 Pu-238 1.1×109 7.7×108 
47 Pu-239 1.4×108 9.9×107 
48 Pu-240 1.4×108 8.8×107 
49 Pu-241 2.3×1010 1.5×1010 
50 Pu-242 1.5×106 1.0×106 
51 Am-241 8.1×108 4.8×108 
52 Am-242m 1.9×107 1.2×107 
53 Am-243 2.2×107 1.9×107 
54 Cm-242 1.6×107 1.0×107 
55 Cm-244 5.5×109 7.4×109 

計 約5.8×1016 約9.3×1016 

（注）２０２２年４月１日時点  
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2.2 二次的な汚染の評価について 

二次的な汚染については、評価対象核種に応じて、核種組成比法、平均放射能濃度

法を用いて放射能濃度を評価する。評価対象核種は、放射化汚染の評価に使用した核

種と同じ55核種とする。 

Co-60との相関関係がある評価対象核種（H-3以外の核種）については、核種組成

比法を用いて放射能濃度を評価する。核種組成比法では、機器、配管等の表面の放射

線量率を測定することで内表面に付着しているCo-60汚染密度に換算し、そのCo-60

を基準核種としてその他核種の表面汚染密度及び放射能濃度を評価する。 

Co-60との相関関係がないH-3については、平均放射能濃度法を用いて放射能濃度

を評価する。 

なお、Cl-36については、「１～３号廃棄物埋設施設のCl-36総放射能量・最大放射

能量の設定について（平成３０年度 第245回核燃料施設等の新規制基準適合性に係

る審査会合 資料1-1-3（補足説明資料2））」において日本原燃（株）から示された

平均放射能濃度法及び核種組成比法を組み合わせた方法を用いて放射能濃度を評価す

る。各評価方法の手順を第7図に示す。 

(1) 核種組成比法による評価（H-3以外） 

a. 放射線量率の測定 

主に１次冷却材の流路となる原子炉冷却系統、化学体積制御系統、余熱除去系統、

１次系冷却水系統、格納容器冷却水系統、燃料ピット冷却系統及び安全注入系統

の機器、配管等の表面の放射線量率を測定する。測定数は１号炉においては150箇

所、２号炉において 157 箇所である。 

b. Co-60の表面汚染密度の評価 

機器、配管等の内面に残存している主たる汚染核種はCo-60であるため、放射線

量率の測定結果が全てCo-60 によるものとして、Co-60 の汚染密度を評価する。 

c. Co-60以外の核種（H-3を除く）の表面汚染密度の評価 
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機器、配管等に残存している二次的な汚染については、運転中に発生する雑固体

廃棄物に付着した二次的な汚染と核種組成は同等であるとして、低レベル放射性

廃棄物の充填固化体に適用しているＰＷＲ共通のスケーリングファクタ（ＳＦ）

を用いた核種組成比法等によって、Co-60 以外の核種の表面汚染密度を評価する。 

H-3 を除いた核種については、Co-60 と相関関係があるとして、Co-60 との核種

組成比を用いて評価する。 

なお、運転中の充填固化体における核分裂生成核種については、Cs-137 を基準

核種として放射能濃度を評価しているが、過去の調査から Co-60 と Cs-137 には相

関性があると判断し、核分裂生成核種に対してもCo-60を基準核種として表面汚染

密度を評価する。評価対象核種ごとの核種組成比設定値を第 8 表に示す。 

d. 評価結果 

以上で求めた二次的な汚染による表面汚染密度に、それぞれ機器、配管等の内表

面積を乗じて計算した、二次的な汚染による推定放射能を第9表に示す。 

(2) 平均放射能濃度法による評価（H-3及びCl-36） 

H-3及びCl-36については、平均放射能濃度法を用いて評価する。H-3及びCl-36

の平均放射能濃度設定値を第8表に示す。 

以上で求めた二次的な汚染による放射能濃度に、それぞれ機器、配管等の重量を

乗じて計算した、二次的な汚染による核種別の推定放射能を第9表に示す。 

 



 

 

25 

 

機
器

・
配

管
等

の
線

量
率

測
定

 

－
機

器
・

配
管

等
の

外
側

か
ら

線
量

率
の

測
定

を
行

う
。
 

設
備

、
機

器
等

の
放

射
能

の
評

価
 

－
対

象
核

種
の

表
面

汚
染

密
度
に

、
機

器
・

配
管

等
の

内
表

面
積
を

乗
じ

て
、

放
射

能
を

評
価

す
る

。
 

Co
-6

0
の

表
面

汚
染

密
度

の
評

価
 

－
線

量
率

の
測
定

結
果

か
ら
、

機
器

・
配

管
等

の
内

面
の

表
面
汚

染
密

度
を

Co
-6

0
に

よ
る

汚
染

と
し

て
評

価
す

る
。

 

平
均

放
射

能
濃

度
法

に
よ

る
放

射
能

濃
度

の
評

価
 

－
過

去
に

測
定

し
た

放
射

性
固

体
廃
棄

物
（

充
填

固
化

体
）

の
平

均
放

射
能

濃
度

よ
り

、
対

象
核

種
の

放
射

能
濃

度
を

評
価

す
る

。
 

核
種

組
成

比
法

に
よ

る
そ

の
他

の
核

種
の

表
面
汚

染
密

度
の

評
価
 

－
Co

-6
0

の
表

面
汚

染
密

度
の

評
価

結
果

と
、

対
象

核
種

の
Co

-6
0

と
の

組
成

比
よ

り
、

対
象

核
種

に
よ

る
機

器
・

配
管

等
の
表

面
汚

染
密

度
を

計
算

す
る

。
 

評
価
対
象
核
種
（

H
-3

を
除
く
）

 
H

-3
及
び

Cl
-3

6 

核
種

別
の

 
二

次
的

な
汚

染
の

総
放

射
能

 設
備

、
機

器
等

の
放

射
能

の
評

価
 

－
対

象
核
種

の
放

射
能

濃
度

に
、

機
器

・
配
管

等
の

重
量

を
乗

じ

て
、

放
射

能
を

評
価

す
る

。
 

第
7
図
 
二
次
的
な
汚
染
の
評
価
方
法
 



 

26 
 

第 8 表 核種組成設定結果（全 55 核種）（1/2）  

 

No. 核種  設定値  種類  設定根拠※  
1 H-3 7.6×107 平均放射能濃度（Bq/t）  ①  
2 Be-10 5.6×10－ 11 核種組成比（Be-10/Co-60）  ④  
3 C-14 2.2×10－ 1 核種組成比（C-14/Co-60）  ①  
4 S-35 8.9×10－ 18 核種組成比（S-35/Co-60）  ④  

5 Cl-36 5.0×10－ 8 

1.9×100 
核種組成比（Cl-36/Co-60）  
平均放射能濃度（Bq/t）  ③  

6 Ca-41 1.4×10－ 10 核種組成比（Ca-41/Co-60）  ④  
7 Mn-54 1.3×10－ 1 核種組成比（Mn-54/Co-60）  ②  
8 Fe-55 3.0×100 核種組成比（Fe-55/Co-60）  ④  
9 Fe-59 9.9×10－ 2 核種組成比（Fe-59/Co-60）  ④  

10 Co-58 3.0×100 核種組成比（Co-58/Co-60）  ④  
11 Co-60 1.0×100 基準核種  基準核種  

12 Ni-59 5.4×10－ 3 核種組成比（Ni-63/Co-60）   
×（Ni-59/Ni-63）  ①  

13 Ni-63 6.7×10－ 1 核種組成比（Ni-63/Co-60）  ①  
14 Zn-65 2.6×10－ 8 核種組成比（Zn-65/Co-60）  ④  
15 Se-79 5.9×10－ 9 核種組成比（Se-79/Co-60）  ④  
16 Sr-90 7.5×10－ 4 核種組成比（Sr-90/Co-60）  ②  
17 Zr-93 4.6×10－ 5 核種組成比（Zr-93/Co-60）  ④  
18 Nb-94 9.9×10－ 4 核種組成比（Nb-94/Co-60）  ①  
19 Mo-93 4.2×10－ 5 核種組成比（Mo-93/Co-60）  ④  
20 Tc-99 1.5×10－ 6 核種組成比（Te-99/Co-60）  ①  
21 Ru-106 8.4×10－ 5 核種組成比（Ru-106/Co-60）  ④  
22 Ag-108m 1.7×10－ 13 核種組成比（Ag-108m/Co-60）  ④  
23 Cd-113m 1.3×10－ 7 核種組成比（Cd-113m/Co-60）  ④  
24 Sn-126 1.1×10－ 8 核種組成比（Sn-126/Co-60）  ④  
25 Sb-125 4.4×10－ 6 核種組成比（Sb-125/Co-60）  ④  
26 Te-125m 4.1×101 核種組成比（Te-125m/Co-60）  ④  

27 I-129 1.2×10－ 7 核種組成比（Cs-137/Co-60）  
×（I-129/Cs-137）  ②×①  

28 Cs-134 7.5×10－ 4 核種組成比（CS-134/Co-60）  ②  
29 Cs-137 3.9×10－ 2 核種組成比（CS-137/Co-60）  ②  

注）設定値は原子炉停止時点の値 

※：①～④は以下のとおり 

①低レベル放射性廃棄物のうち、充填固化体におけるＰＷＲ共通の平

均放射能濃度及びスケーリングファクタ  
②過去の調査により設定した核種組成比  
③「１～３号廃棄物埋設施設のCl-36総放射能量・最大放射能量の設定

について」において日本原燃（株）から示されたCl-36評価方法  
④解体引当金物量を算定する際に用いた二次的汚染データからCo-60を

基準核種として規格化した核種組成比  
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第8表 核種組成設定結果（全55核種）（2/2）  

 

No. 核種  設定値  種類  設定根拠※  
30 Ba-133 0.0 ―  データなし  
31 La-137 2.7×10－ 8 核種組成比（La-137/Co-60）  ④  
32 Ce-144 1.8×10－ 4 核種組成比（Ce-144/Co-60）  ④  
33 Pm-147 4.7×10－ 5 核種組成比（Pm-147/Co-60）  ④  
34 Sm-151 1.6×10－ 6 核種組成比（Sm-151/Co-60）  ④  
35 Eu-152 6.5×10－ 5 核種組成比（Eu-152/Co-60）  ②  
36 Eu-154 5.7×10－ 5 核種組成比（Eu-154/Co-60）  ②  
37 Ho-166m 1.8×10－ 11 核種組成比（Ho-166m/Co-60）  ④  
38 Lu-176 0.0 ―  データなし  
39 Ir-192m 6.5×10－ 15 核種組成比（Ir-192m/Co-60）  ④  
40 Pt-193 9.2×10－ 15 核種組成比（Pt-193/Co-60）  ④  
41 U-234 7.5×10－ 9 核種組成比（U-234/Co-60）  ④  
42 U-235 1.6×10－ 10 核種組成比（U-235/Co-60）  ④  
43 U-236 1.6×10－ 9 核種組成比（U-236/Co-60）  ④  
44 U-238 1.9×10－ 9 核種組成比（U-238/Co-60）  ④  
45 Np-237 1.8×10－ 9 核種組成比（Np-237/Co-60）  ④  
46 Pu-238 1.2×10－ 5 核種組成比（Pu-238/Co-60）  ④  
47 Pu-239 7.0×10－ 4 核種組成比（全α /Co-60）  ②  
48 Pu-240 2.1×10－ 6 核種組成比（Pu-240/Co-60）  ④  
49 Pu-241 2.6×10－ 4 核種組成比（Pu-241/Co-60）  ④  
50 Pu-242 1.1×10－ 8 核種組成比（Pu-242/Co-60）  ④  
51 Am-241 7.0×10－ 4 核種組成比（全α /Co-60）  ②  
52 Am-242m 3.1×10－ 8 核種組成比（Am-242m/Co-60）  ④  
53 Am-243 1.3×10－ 7 核種組成比（Am-243/Co-60）  ④  
54 Cm-242 3.4×10－ 4 核種組成比（Cm-242/Co-60）  ④  
55 Cm-244 8.7×10－ 6 核種組成比（Cm-244/Co-60）  ④  

注）設定値は原子炉停止時点の値 

※：①～④は以下のとおり  
①低レベル放射性廃棄物のうち、充填固化体におけるＰＷＲ共通の平

均放射能濃度及びスケーリングファクタ  
②過去の調査により設定した核種組成比  
③「１～３号廃棄物埋設施設のCl-36総放射能量・最大放射能量の設定

について」において日本原燃（株）から示されたCl-36評価方法  
④解体引当金物量を算定する際に用いた二次的汚染データからCo-60を

基準核種として規格化した核種組成比  
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第 9 表 二次的な汚染の核種別の推定放射能  

（単位：Bq）  

評価対象核種  １号炉  ２号炉  
1 H-3 4.5×1010 6.0×1010 
2 Be-10 5.1×101 8.2×101 
3 C-14 1.5×1011 2.7×1011 
4 S-35 0 0 
5 Cl-36 3.6×104 6.4×104 
6 Ca-41 1.3×102 2.0×102 
7 Mn-54 1.2×107 4.4×107 
8 Fe-55 2.1×1011 3.9×1011 
9 Fe-59 0 0 

10 Co-58 1.3×10－ 5 5.1×10－ 4 
11 Co-60 2.7×1011 4.6×1011 
12 Ni-59 7.8×109 1.1×1010 
13 Ni-63 8.7×1011 1.2×1012 
14 Zn-65 2.5×10－ 1 1.0×100 
15 Se-79 5.4×103 8.6×103 
16 Sr-90 4.3×108 7.6×108 
17 Zr-93 4.2×107 6.8×107 
18 Nb-94 1.1×109 1.6×109 
19 Mo-93 3.8×107 6.1×107 
20 Tc-99 1.1×106 1.9×106 
21 Ru-106 4.5×104 1.3×105 
22 Ag-108m 1.5×10－ 1 2.5×10－ 1 
23 Cd-113m 7.3×104 1.2×105 
24 Sn-126 1.0×104 1.6×104 
25 Sb-125 3.1×105 5.8×105 
26 Te-125m 1.8×10－ 8 1.1×10－ 6 
27 I-129 8.1×104 1.5×105 
28 Cs-134 1.2×107 2.9×107 
29 Cs-137 2.0×1010 3.8×1010 
30 Ba-133 0 0 
31 La-137 2.5×104 3.9×104 
32 Ce-144 9.1×103 3.3×104 
33 Pm-147 2.9×106 5.4×106 
34 Sm-151 1.4×106 2.2×106 
35 Eu-152 2.5×107 4.7×107 
36 Eu-154 1.7×107 3.2×107 
37 Ho-166m 1.6×101 2.6×101 
38 Lu-176 0 0 
39 Ir-192m 5.8×10－ 3 9.3×10－ 3 
40 Pt-193 7.4×10－ 3 1.2×10－ 2 
41 U-234 6.9×103 1.1×104 
42 U-235 1.5×102 2.3×102 
43 U-236 1.5×103 2.3×103 
44 U-238 1.7×103 2.8×103 
45 Np-237 1.6×103 2.6×103 
46 Pu-238 1.0×107 1.6×107 
47 Pu-239 4.7×108 8.6×108 
48 Pu-240 1.9×106 3.1×106 
49 Pu-241 1.5×108 2.4×108 
50 Pu-242 9.9×103 1.6×104 
51 Am-241 4.7×108 8.4×108 
52 Am-242m 2.7×104 4.3×104 
53 Am-243 1.1×105 1.8×105 
54 Cm-242 7.3×100 5.5×101 
55 Cm-244 5.5×106 9.0×106 

計  約 1.6×1012 約 2.4×1012 

（注）２０２２年４月１日時点  
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3. 汚染分布及び放射性固体廃棄物の推定発生量について  

放射化放射能の評価結果及び二次的な汚染の評価結果による美浜１号

炉及び２号炉の汚染分布図を第 8 図に示す。また、放射能レベル区分別の

放射性固体廃棄物の推定発生量を第 10 表に、放射能レベル区分判定に用

いる基準を第 11 表に示す。  
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第 10 表 廃止措置期間全体にわたり発生する放射性固体廃棄物の推定発生量 

（単位：トン） 

放射能レベル区分※1 推定発生量※2※3 
1 号炉 2 号炉 

低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物 

放射能レベルの 
比較的高いもの（L1） 約 80 約 80 

放射能レベルの 
比較的低いもの（L2） 約 620 約 790 

放射能レベルの 
極めて低いもの（L3） 約 2,380 約 2,510 

合計 約 3,070 約 3,360 

放射性物質として 
扱う必要のないもの（CL） 約 6,400 約 7,500 

※1：放射能レベル区分は、以下のとおり。 
・L1 の区分値の上限は、原子炉等規制法施行令第３１条に定める放射能濃度 
・L1とL2の区分値は、「核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物第二種廃

棄物埋設の事業に関する規則」別表第１に定める放射能濃度の 10 分の 1 
・L2とL3の区分値は、「核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物第二種廃

棄物埋設の事業に関する規則」別表第２に定める放射能濃度の 10 分の 1 
・L3 と CL の区分値は、「工場等において用いた資材その他の物に含まれる放射性

物質の放射能濃度が放射線による障害の防止のための措置を必要としないものであ

ることの確認等に関する規則」別表第 1 欄の 33 種類の放射性物質のうち、旧原子

力安全委員会が選定した放射性物質（核種）（旧重要 10 核種（H-3、Mn-54、Co-
60、Sr-90、Cs-134、Cs-137、Eu-152、Eu-154、Pu-239及びAm-241））の放射

能濃度を、別表第 2 欄の放射能濃度で除した割合の合計値として 1.0  
※2：推定発生量 
・二次的な汚染を生じている設備の一部（タンク等の容器形状）については、除染効

果（除染係数 100）を見込んでいる。 
・低レベル放射性廃棄物については、10 トン単位で切り上げた値である。 
・放射性物質として扱う必要のないものについては、100 トン単位で切り上げた値で

ある。 
・端数処理のため合計値が一致しないことがある。 
・推定発生量には付随廃棄物を含まない。 
・運転中に発生した使用済制御棒、使用済バーナブルポイズン、使用済プラギングデ

バイスを含む。 
※3：この他、放射性廃棄物でない廃棄物（管理区域外からの発生分を含む。）が約

315,000 トン（１号炉及び２号炉合算）発生する。 
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s-
13

7 :
1.

04
×

10
11

 

→
1.

00
×

10
13

 

L2
と

L3
の

 
区

分
値

 
「

原
子

炉
等

規
制

法
施

行
令

（
昭

和
３

２
年

政
令

第
３

２
４

号
。

た
だ

し
、

平
成

１
９

年
政

令
第

３
７

８
号

の

改
正

前
の

も
の

。
）

」
第

３
１

条
第

１
項

に
定

め
る

「
原

子
炉

施
設

を
設

置
し

た
工

場
又

は
事

業
所

に
お

い

て
生

じ
た

廃
棄

さ
れ

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
等

で
容

器
に

固

型
化

し
て

い
な

い
も

の
」

に
対

す
る

濃
度

上
限

値
の

10
分

の
1
の

放
射

能
濃

度
 

「
核

燃
料

物
質

又
は

核
燃

料
物

質
に

よ
つ

て
汚

染
さ

れ

た
物

の
第

二
種

廃
棄

物
埋

設
の

事
業

に
関

す
る

規
則

」

別
表

第
2
に

定
め

る
放

射
能

濃
度

の
10

分
の

1 

H
-3

  
:3

.0
0×

10
8 

→
な

し
 

C
o-

60
 :

8.
10

×
10

8 

→
1.

00
×

10
9 

L3
と

C
L

の

区
分

値
 

「
製

錬
事

業
者

等
に

お
け

る
工

場
等

に
お

い
て

用
い

た

資
材

そ
の

他
の

物
に

含
ま

れ
る

放
射

性
物

質
の

放
射

能

濃
度

に
つ

い
て

の
確

認
等

に
関

す
る

規
則

」
第

２
条

に

定
め

る
放

射
能

濃
度

 

「
工

場
等

に
お

い
て

用
い

た
資

材
そ

の
他

の
物

に
含

ま

れ
る

放
射

性
物

質
の

放
射

能
濃

度
が

放
射

線
に

よ
る

障

害
の

防
止

の
た

め
の

措
置

を
必

要
と

し
な

い
も

の
で

あ

る
こ

と
の

確
認

等
に

関
す

る
規

則
」

別
表

第
1
欄

の
33

種
類

の
放

射
性

物
質

の
う

ち
、

旧
原

子
力

安
全

委
員

会

が
選

定
し

た
放

射
性

物
質

（
核

種
）

（
旧

重
要

10
核

種
（

H
-3

、
M

n-
54

、
C

o-
60

、
Sr

-9
0、

C
s-

13
4、

C
s-

13
7、

E
u-

15
2、

E
u-

15
4、

Pu
-2

39
及

び
A

m
-

24
1）

）
の

放
射

能
濃

度
を

、
別

表
第

2
欄

の
放

射
能

濃
度

で
除

し
た

割
合

の
合

計
値

と
し

て
1.

0 
 

－
 

 


